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令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 市 税 4,448,951 4,446,821 2,130 22.9% 0.0%
 ２． 地 方 譲 与 税 114,980 113,592 1,388 0.6% 1.2%
 ３． 利 子 割 交 付 金 5,800 5,600 200 0.0% 3.6%
 ４． 配 当 割 交 付 金 7,700 7,700 0 0.1% 0.0%
 ５． 株式等譲渡所得割交付金 4,800 3,300 1,500 0.0% 45.5%
 ６． 法 人 事 業 税 交 付 金 18,300 0 18,300 0.1% 皆増
 ７． 地 方 消 費 税 交 付 金 750,000 647,000 103,000 3.9% 15.9%
 ８． ゴルフ場利用税交 付金 4,400 4,400 0 0.0% 0.0%
 ９． 環 境 性 能 割 交 付 金 13,800 0 13,800 0.1% 皆増
１０． 地 方 特 例 交 付 金 17,000 14,900 2,100 0.1% 14.1%
１１． 地 方 交 付 税 4,343,000 4,166,000 177,000 22.3% 4.2%
１２． 交通安全対策特別交付金 5,500 6,400 △ 900 0.0% △ 14.1%
１３． 分 担 金 及 び 負 担 金 218,738 293,137 △ 74,399 1.1% △ 25.4%
１４． 使 用 料 及 び 手 数 料 230,892 229,260 1,632 1.2% 0.7%
１５． 国 庫 支 出 金 2,799,680 2,515,618 284,062 14.4% 11.3%
１６． 県 支 出 金 1,527,461 2,010,266 △ 482,805 7.9% △ 24.0%
１７． 財 産 収 入 6,856 7,022 △ 166 0.0% △ 2.4%
１８． 寄 附 金 200,001 300,001 △ 100,000 1.0% △ 33.3%
１９． 繰 入 金 630,503 506,949 123,554 3.2% 24.4%
２０． 繰 越 金 160,000 160,000 0 0.8% 0.0%
２１． 諸 収 入 997,238 1,010,080 △ 12,842 5.1% △ 1.3%
２２． 市 債 2,959,400 2,299,000 660,400 15.2% 28.7%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 19,900 △ 19,900 0.0% 皆減
19,465,000 18,766,946 698,054 100.0% 3.7%

令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 議 会 費 177,932 188,590 △ 10,658 0.9% △ 5.7%
 ２． 総 務 費 1,776,414 1,927,392 △ 150,978 9.1% △ 7.8%
 ３． 民 生 費 5,927,103 5,814,956 112,147 30.5% 1.9%
 ４． 衛 生 費 1,143,667 1,163,945 △ 20,278 5.9% △ 1.7%
 ５． 労 働 費 20,138 20,138 0 0.1% 0.0%
 ６． 農 林 水 産 業 費 883,861 1,334,829 △ 450,968 4.5% △ 33.8%
 ７． 商 工 費 1,313,276 1,343,510 △ 30,234 6.7% △ 2.3%
 ８． 土 木 費 1,862,873 1,691,037 171,836 9.6% 10.2%
 ９． 消 防 費 647,141 953,891 △ 306,750 3.3% △ 32.2%
１０． 教 育 費 4,218,256 2,772,358 1,445,898 21.7% 52.2%
１１． 災 害 復 旧 費 878 91,947 △ 91,069 0.0% △ 99.0%
１２． 公 債 費 1,473,460 1,444,352 29,108 7.6% 2.0%
１３． 諸 支 出 金 1 1 0 0.0% 0.0%
１４． 予 備 費 20,000 20,000 0 0.1% 0.0%

19,465,000 18,766,946 698,054 100.0% 3.7%

(単位　千円、％）

歳 入 合 計

歳 出 合 計

款

令和２年度一般会計予算事項別明細総括表

款

（歳入）

（歳出）
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令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 国 民 健 康 保 険 税 674,842 670,477 4,365 21.4% 0.7%
 ２． 使 用 料 及 び 手 数 料 500 500 0 0.0% 0.0%
 ３． 県 支 出 金 2,195,792 2,259,031 △ 63,239 69.5% △ 2.8%
 ４． 財 産 収 入 41 20 21 0.0% 105.0%
 ５． 繰 入 金 224,750 224,081 669 7.1% 0.3%
 ６． 繰 越 金 49,856 223,805 △ 173,949 1.6% △ 77.7%
 ７． 諸 収 入 12,004 12,565 △ 561 0.4% △ 4.5%

3,157,785 3,390,479 △ 232,694 100.0% △ 6.9%

令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 総 務 費 30,170 23,464 6,706 1.0% 28.6%
 ２． 保 険 給 付 費 2,170,485 2,264,292 △ 93,807 68.7% △ 4.1%
 ３． 国民健康保険事業費納付金 909,567 953,442 △ 43,875 28.8% △ 4.6%
 ４． 共 同 事 業 拠 出 金 0 2 △ 2 0.0% 皆減
 ５． 保 健 事 業 費 38,319 40,056 △ 1,737 1.2% △ 4.3%
 ６． 財 産 費 41 100,020 △ 99,979 0.0% △ 100.0%
 ７． 公 債 費 1 1 0 0.0% 0.0%
８． 諸 支 出 金 9,202 9,202 0 0.3% 0.0%

3,157,785 3,390,479 △ 232,694 100.0% △ 6.9%

令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 交通災害共済事業収入 5,525 3,959 1,566 97.1% 39.6%
 ２． 財 産 収 入 20 21 △ 1 0.4% △ 4.8%
 ３． 繰 入 金 144 141 3 2.5% 2.1%
 ４． 繰 越 金 1 1 0 0.0% 0.0%
 ５． 諸 収 入 1 1 0 0.0% 0.0%

5,691 4,123 1,568 100.0% 38.0%

令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 事 業 費 5,691 4,123 1,568 100.0% 38.0%

5,691 4,123 1,568 100.0% 38.0%

歳 入 合 計

(単位　千円、％）（歳入）

款

（歳出）

(単位　千円、％）

歳 出 合 計

歳 入 合 計

款

（歳入）

令和２年度国民健康保険事業特別会計予算事項別明細総括表

令和２年度交通災害共済事業特別会計予算事項別明細総括表

款

（歳出）
款

歳 出 合 計
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令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 介 護 保 険 料 769,693 778,755 △ 9,062 19.6% △ 1.2%
２． 分 担 金 及 び 負 担 金 348 374 △ 26 0.0% △ 7.0%
 ３． 使 用 料 及 び 手 数 料 80 80 0 0.0% 0.0%
 ４． 国 庫 支 出 金 948,904 956,536 △ 7,632 24.2% △ 0.8%
 ５． 支 払 基 金 交 付 金 1,032,226 1,001,783 30,443 26.3% 3.0%
 ６． 県 支 出 金 571,101 554,156 16,945 14.6% 3.1%
 ７． 財 産 収 入 30 50 △ 20 0.0% △ 40.0%
 ８． 繰 入 金 597,309 511,700 85,609 15.3% 16.7%
 ９． 繰 越 金 1 1 0 0.0% 0.0%
１０． 諸 収 入 5 2,005 △ 2,000 0.0% △ 99.8%

3,919,697 3,805,440 114,257 100.0% 3.0%

令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 総 務 費 32,995 31,410 1,585 0.8% 5.0%
 ２． 保 険 給 付 費 3,673,893 3,568,803 105,090 93.7% 2.9%
 ３． 財政安定化基金拠出金 1 1 0 0.0% 0.0%
 ４． 地 域 支 援 事 業 費 203,627 189,018 14,609 5.2% 7.7%
 ５． 基 金 積 立 金 6,737 13,657 △ 6,920 0.2% △ 50.7%
 ６． 公 債 費 1 1 0 0.0% 0.0%
 ７． 諸 支 出 金 703 703 0 0.0% 0.0%
 ８． 予 備 費 1,740 1,847 △ 107 0.1% △ 5.8%

3,919,697 3,805,440 114,257 100.0% 3.0%

令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 後期高齢者医療保険料 331,250 287,686 43,564 70.4% 15.1%
 ２． 使 用 料 及 び 手 数 料 100 100 0 0.0% 0.0%
 ３． 繰 入 金 124,798 114,441 10,357 26.5% 9.1%
４． 繰 越 金 5,000 5,002 △ 2 1.1% 0.0%
５． 諸 収 入 9,448 9,709 △ 261 2.0% △ 2.7%

470,596 416,938 53,658 100.0% 12.9%

令和２年度 令和元年度 比較増減 構成比 伸び率
 １． 総 務 費 3,544 3,063 481 0.8% 15.7%
 ２． 後期高齢者医療健康診査事業費 9,454 9,729 △ 275 2.0% △ 2.8%
 ３． 後期高齢者医療広域連合納付金 457,092 403,640 53,452 97.1% 13.2%
 ４． 諸 支 出 金 506 506 0 0.1% 0.0%

470,596 416,938 53,658 100.0% 12.9%

款

歳 出 合 計

令和２年度介護保険事業特別会計予算事項別明細総括表
（歳入） (単位　千円、％）

款

歳 入 合 計
（歳出）

歳 入 合 計
（歳出）

款

歳 出 合 計

令和２年度後期高齢者医療事業特別会計予算事項別明細総括表
（歳入） (単位　千円、％）

款
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予算額 構成比 予算額 構成比 増   減 伸び率

人 件 費 2,513,488 12.9% 2,414,579 12.9% 98,909 4.1%

扶 助 費 3,776,345 19.4% 3,798,044 20.2% △ 21,699 △ 0.6% 

公 債 費 1,473,460 7.6% 1,444,352 7.7% 29,108 2.0%

小計① 7,763,293 39.9% 7,656,975 40.8% 106,318 1.4%

物 件 費 1,782,938 9.2% 2,108,132 11.2% △ 325,194 △ 15.4% 

維 持 補 修 費 602,532 3.1% 523,971 2.8% 78,561 15.0%

補 助 費 等 2,525,508 13.0% 2,199,731 11.7% 325,777 14.8%

投 資 及 び 出 資 金 166,270 0.8% 27,948 0.2% 138,322 494.9%

貸 付 金 886,527 4.5% 901,058 4.8% △ 14,531 △ 1.6% 

積 立 金 137,217 0.7% 162,220 0.9% △ 25,003 △ 15.4% 

繰 出 金 1,306,203 6.7% 1,743,261 9.3% △ 437,058 △ 25.1% 

予 備 費 20,000 0.1% 20,000 0.1% 0 0.0%

小計② 7,427,195 38.1% 7,686,321 41.0% △ 259,126 △ 3.4% 

小計①＋② 15,190,488 78.0% 15,343,296 81.8% △ 152,808 △ 1.0% 

投 資 的 経 費 ③ 4,274,512 22.0% 3,423,650 18.2% 850,862 24.9%

補 助 1,814,650 9.3% 1,701,178 9.1% 113,472 6.7%

単 独 2,297,365 11.8% 1,640,263 8.7% 657,102 40.1%

県営事業負担金 162,497 0.9% 82,209 0.4% 80,288 97.7%

合計①＋②＋③ 19,465,000 100.0% 18,766,946 100.0% 698,054 3.7%

令和２年度 令和元年度 比       較

一 般 会 計 性 質 別 経 費 調 

(単位　千円、％）

区           分
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補  助 単  独

西 庁 舎 解 体 ・ 庁 舎 前 整 備 事 業 35,700 10,000 25,700

明倫学園併設放課後児童クラブ整備事業 56,560 55,291 1,269

※ 新 庄 小 学 校 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 整 備 事 業 34,242 12,000 22,242

特別養護老人ホーム建設整備費補助金 26,181 26,181

合 併 処 理 浄 化 槽 設 置 整 備 費 補 助 金 30,032 23,127 6,905

水田農業組織・法人育成支援事業費補助金 3,000 3,000

産 地 パ ワ ー ア ッ プ 事 業 費 補 助 金 37,150 37,150

園芸大国やまがた産地育成事業費補助金 4,350 4,350

畜産経営競争力強化支援事業費補助金 3,750 3,750

※ 強い農業・担い手づくり総合支援事業費補助金 39,900 39,900

新庄農業水利事業農家負担軽減対策助成金 26,442 26,442

森 林 整 備 ・ 林 業 等 振 興 整 備 交 付 金 27,134 27,134

県 営 土 地 改 良 事 業 負 担 金 48,780 48,780

商 工 会 議 所 新 会 館 建 設 費 補 助 金 12,676 12,676

エ コ ロ ジ ー ガ ー デ ン 耐 震 改 修 事 業 136,543 124,187 12,356

道 路 長 寿 命 化 事 業 130,400 25,000 105,400

泉 田 二 枚 橋 線 整 備 事 業 34,900 9,600 25,300

角 沢 松 本 線 整 備 事 業 15,000 15,000

畑 ・ 幸 地 線 整 備 事 業 50,000 50,000

住 宅 リ フ ォ ー ム 総 合 支 援 事 業 費 補 助 金 35,300 5,000 30,300

小 桧 室 団 屋 根 改 修 事 業 53,592 53,592

※ 玉の木団地1～4号棟給水設備改修事業 28,000 28,000

※ 定 住 促 進 住 宅 3 号 棟 外 壁 改 修 等 事 業 55,500 55,500

沖 の 町 ・ 中 山 町 線 外 流 雪 溝 整 備 事 業 66,000 17,300 48,700

北 本 町 南 本 町 線 消 雪 整 備 事 業 30,600 30,600

金 沢 地 区 外 流 雪 溝 用 水 導 入 事 業 153,250 79,142 74,108

ロ ー タ リ 除 雪 車 購 入 費 23,514 23,514

小 型 動 力 ポ ン プ ・ 積 載 車 整 備 事 業 22,232 22,232

明 倫 学 園 建 設 事 業 2,849,651 1,179,984 1,669,667

新 庄 藩 主 戸 沢 家 墓 所 改 修 事 業 16,410 16,410

災 害 復 旧 事 業 878 878

そ の 他 186,845 26,361 160,484

計 4,274,512 1,893,792 2,380,720

※印は新規事業

一般会計投資的経費の内訳
（単位  千円）

事        業        名 事業費
内    訳

－6－



特定財源 一般財源

第 5 次 新 庄 市 総 合 計 画 策 定 事 業 7,028 7,028

若 者 世 帯 住 宅 取 得 支 援 事 業 18,239 18,239

ふ る さ と 納 税 事 業 200,033 200,033

地 域 づ く り 協 議 会 運 営 支 援 事 業 3,279 1,639 1,640

市 営 バ ス 運 行 事 業 23,906 545 23,361

※ 高 齢 者 運 転 免 許 証 自 主 返 納 支 援 事 業 2,000 2,000

国 民 健 康 保 険 事 業 224,750 146,438 78,312

障 が い 者 移 動 手 段 確 保 事 業 4,328 4,328

重 度 心 身 障 が い ( 児 ) 者 医 療 給 付 事 業 84,120 40,787 43,333

障 害 者 自 立 支 援 給 付 事 業 952,495 712,155 240,340

地 域 生 活 支 援 事 業 28,460 7,702 20,758

在 宅 老 人 福 祉 事 業 7,957 2,298 5,659

高 齢 者 介 護 支 援 サ ー ビ ス 事 業 542,899 16,261 526,638

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 431,670 76,216 355,454

第 3 子 以 降 児 童 保 育 料 免 除 事 業 20,319 20,319

※ 第 2 子 児 童 保 育 料 半 額 免 除 事 業 4,832 4,832

病 児 保 育 事 業 利 用 助 成 金 250 250

子 育 て 支 援 医 療 給 付 事 業 127,863 41,671 86,192

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 新 制 度 事 業 1,259,179 800,275 458,904

※ 子 ど も 食 堂 支 援 事 業 補 助 金 150 150

障 が い 児 保 育 支 援 事 業 9,913 9,913

母 子 保 健 事 業 26,235 523 25,712

予 防 接 種 事 業 69,527 3,477 66,050

健 康 増 進 事 業 52,362 19,962 32,400

※ 看 護 師 確 保 対 策 事 業 1,950 1,950

容 器 包 装 リ サ イ ク ル 事 業 40,040 2,751 37,289

ご み 減 量 化 対 策 事 業 20,183 10,860 9,323

担 い 手 総 合 支 援 対 策 事 業 71,062 67,062 4,000

多 面 的 機 能 支 払 事 業 343,833 258,234 85,599

※ 全国ねぎサミット2020inしんじょう運営事業 7,200 7,200

人 財 育 成 推 進 ・ 確 保 対 策 事 業 3,900 1,950 1,950

新 庄 ま つ り 振 興 事 業 31,203 5 31,198

観 光 交 流 推 進 事 業 88,245 400 87,845

※ 新 庄 観 光 大 使 事 業 300 300

エ コ ロ ジ ー ガ ー デ ン 推 進 事 業 18,840 6,276 12,564

企 業 誘 致 対 策 事 業 16,765 16,765

自 主 防 災 組 織 育 成 事 業 3,087 660 2,427

通 学 手 段 確 保 対 策 事 業 39,901 3,224 36,677

※ 科 目 別 ス ー パ ー バ イ ザ ー 配 置 事 業 1,101 1,101

児 童 生 徒 個 別 支 援 事 業 36,976 36,976

国 際 理 解 教 育 推 進 事 業 18,603 18,603

※ 学 校 給 食 補 助 事 業 9,414 9,414

※ 明 倫 学 園 開 校 準 備 事 業 60,536 60,536

ホ ス ト タ ウ ン 推 進 事 業 2,060 2,060

※印は新規事業

一般会計投資的経費以外の主要事業
（単位  千円）

事        業        名 事業費
内    訳
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 総合政策課 企画政策室  

事 業 名 第５次新庄市総合計画策定事業 事 業 費 ７，０２８千円 

 

■目 的 

   第４次新庄市振興計画（まちづくり総合計画）の計画年次が令和２年度までとなって

いることから、次期計画の策定を令和元年度から進めています。策定にあたっては、こ

れまでの計画を踏まえながら、将来にわたって持続可能なまちづくりを行っていくため

の新たな視点、新たな手法、さらには様々な形で市民参画の機会を取り入れ、第５次新

庄市総合計画を策定します。 

 

■内 容 

令和２年度は、令和２年６月を目標として基本構想を策定します。また、専門的知識

を有するアドバイザーの助言や市内企業等の参画を得ながら重点プロジェクト及び基本

計画を令和２年１０月までに策定します。 

さらに、総合計画書のデザイン性にも配慮し、職員のみならず市民にも読んでもらえ

る計画書（全体版・概要版）を作成します。 

 

 ■事業費 

 （内 訳） 

  〇総合計画審議会委員報酬            ３６０千円 

  〇重点プロジェクト検討委員報酬         １８０千円 

  〇重点プロジェクト推進アドバイザー謝金     ６００千円 

  〇重点プロジェクト推進アドバイザー費用弁償   ４５４千円 

  〇印刷製本費                ２，５１４千円 

  〇総合計画策定支援業務委託料        ２，４５３千円 

  〇事務費                    ４６７千円 

  ●事業費計                 ７，０２８千円 

 

 （財 源） 

  〇一般財源                 ７，０２８千円 

  ●財源計                  ７，０２８千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 成人福祉課 障がい福祉推進室  

事 業 名 障がい者移動手段確保事業 
（障がい者にやさしいまちづくり推進事業） 事 業 費 ４，３２８千円 

 

■目 的 

障がい者にやさしいまちづくり推進事業の一環として、障がい者の社会参加と生活圏

の拡大をより促進させるために、福祉タクシー利用事業及び障がい者給油費助成事業の

交付対象を拡大します。 

  

■内 容 

対象となる障がい者の申請に基づき、タクシー券、給油券、移送サービス券のうち 1

種類を交付します。このうち、タクシー券と給油券の交付対象を拡大します。 

〇交付対象者 

・身体障がい者手帳１級及び２級 

・身体障がい者手帳３級（視覚、下肢、体幹、移動機能障がいのみ） 

・【拡大】身体障がい者手帳４級（視覚、下肢、体幹、移動機能障がいのみ） 

・療育手帳Ａ 

・【拡大】療育手帳Ｂ 

・精神障がい者保健福祉手帳１級 

・【拡大】精神障がい者保健福祉手帳２級及び３級 

  

  〇交付内容 

   次に掲げるサービス券のいずれか１種類を交付します。 

   ・タクシー券１万円分（年度内のみ利用可） 

   ・給油券４千円分 

   ・移送サービス券２万４千円分 

  

 ■事業費 

 （内 訳） 

  〇扶助費        ４，２２８千円 

  〇助成券印刷費       １００千円 

  ●事業費計       ４，３２８千円 

 （財 源） 

  〇一般財源       ４，３２８千円 

  ●財源計        ４，３２８千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 子育て推進課 保育推進室  

事 業 名 放課後児童クラブ整備事業 事 業 費 ９２，８４２千円 

 

■目 的 

  地域における児童の健全育成と、保護者の家庭と仕事の両立を支援するため、放課後

等に保護者が不在となる際の児童の遊びや学習の場として、放課後児童クラブを設置し

ます。 

  

■内 容 

  令和３年４月１日開校予定の義務教育学校「明倫学園」が整備されることに伴い、明

倫学園の６年生までの児童を対象とした放課後児童クラブを一体的に整備します。ま

た、中央学童保育所の老朽化が激しいため、新庄小学校の小ホールを利用し、新庄小学

校の児童を対象とした放課後児童クラブを整備します。 

   

 ■事業費 

（仮称）明倫学園併設放課後児童クラブ 

（内 訳） 

   〇明倫学園併設放課後児童クラブ設計監理業務委託料    ９８６千円 

   〇明倫学園併設放課後児童クラブ建設工事費     ５５，５７４千円 

   〇備品購入費                    １，２０８千円 

   ●事業費計                    ５７，７６８千円        

  （財 源） 

   〇国庫補助金（子ども・子育て支援整備交付金）   ３１，６３８千円 

   〇県補助金（子ども・子育て支援整備交付金）     ７，９０８千円 

   〇国庫補助金（子ども・子育て支援交付金）        ３３３千円 

   〇県補助金（放課後児童健全育成事業費補助金）      ３３３千円 

〇市債（放課後児童クラブ整備事業債）       １４，９００千円 

   〇一般財源                     ２，６５６千円 

   ●財源計                     ５７，７６８千円 

 

（仮称）新庄小学校併設放課後児童クラブ 

   (内 訳） 

   〇建築確認申請等手数料                  ４４千円 

   〇新庄小学校併設放課後児童クラブ実施設計業務委託料 １，９２９千円 

   〇新庄小学校併設放課後児童クラブ開設工事費    ３２，３１３千円        

   〇備品購入費                      ７８８千円 

●事業費計                    ３５，０７４千円        

  （財 源） 

   〇国庫補助金（子ども・子育て支援交付金）      ４，０００千円 

   〇県補助金（放課後児童健全育成事業費補助金）    ４，０００千円 

   〇市債（放課後児童クラブ整備事業債）       ２３，６００千円 

   〇一般財源                     ３，４７４千円 

   ●財源計                     ３５，０７４千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 子育て推進課 健康課 総合政策課  

事 業 名 子ども・子育て支援関連事業 事 業 費 １，３４０，１９３千円 

 

■目 的 

新庄市では、すべての子どもたちの健やかな育ちと安心して子育てができる環境づく

りのため、様々な取組みを行っています。 

子ども・子育て支援関連事業は、令和元年度に策定した「第２期新庄市子ども・子育

て支援事業計画」（令和２年度～６年度）に基づき、「子どもの最善の利益が実現され

る新庄市」を目指します。 

 

■内 容 

（１）子ども・子育て支援新制度事業 

平成２７年度からスタートした「子ども・子育て支援新制度」（以下「新制度」）の

着実な推進を図り、すべての子育て世帯への支援を強化します。具体的には、「子ども

のための教育・保育給付事業」では、施設型給付費及び地域型保育給付費などの運営費

を各新制度に対応した施設に支弁することにより、保育士等の処遇改善、安定した経営

を行えるよう支援し、入所児童の健やかな成長に寄与します。 

また、各施設を利用している児童の世帯のほか、多様な支援を必要としている子育て

世帯に対する支援を行う「地域子ども・子育て支援事業」について、「延長保育事業」

や「一時預かり事業」、また、「病児保育事業」、「地域子育て支援センター事業」、

「ファミリー・サポート・センター事業」などの各事業について、さらなる充実に向け

た取り組みを併せて推進します。 

 

〔子育てのための施設等利用給付事業〕   

令和元年１０月から、国の「幼児教育・保育の無償化制度」の実施に伴い、３歳児か

ら５歳児及び市町村民税非課税世帯の０歳児から２歳児の子どもを対象に、認可外保育

施設（企業主導型保育事業であるものを除く。）等の利用料に対する新たな給付「子育

てのための施設等利用給付」が始まりました。具体的には、対象児が利用した「認可外

保育施設利用料」、「一時預かり利用料」、「病児保育利用料」、「ファミリー・サポ

ート・センター利用料」等について、償還払いを原則として利用世帯に直接補助を行

い、子育て世代の負担軽減を図ります。 

 

（２）第３子以降児童保育料免除事業 

平成２５年度から新庄市独自で実施してきた「第３子以降児童保育料免除事業」につ

いては、平成２８年度から対象となる児童の範囲を大幅に拡充し、事業の一層の充実を

図りましたが、令和２年度もその取り組みを継続し、多子世帯の経済的負担を軽減しま

す。 

具体的には、新庄市が保育料等を徴収している保育所を利用している第３子以降の児

童の保育料を全額免除します。また、認可外保育施設と新制度移行施設のうち各施設が

保育料の徴収を直接行う施設については、第３子以降の児童の保育料を免除した全額を

補助金として交付することで、保育料の全額免除と同等の効果を図ります。 

 

（３）第２子児童保育料半額免除事業 

第２子のうち、世帯の状況が国の基準に該当する児童の保育料は半額免除となってい 
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ますが、基準に該当しない世帯もあります。多子世帯の経済的負担軽減を図るため、基

準に該当していない世帯に対しても減免を拡充することで、人口減少傾向に歯止めをか

ける一手とします。 

具体的には、国基準の第２子に該当しない児童で、該当年度の４月１日の年齢が０歳

から２歳の児童について、当市が保育料等を徴収している保育所を利用している児童の

保育料を半額免除します。 

また、認可外保育施設と新制度移行施設のうち各施設が保育料の徴収を直接行う施設

については、対象となる児童の保育料を免除した半額を補助金として交付することで、

保育料の半額免除と同等の効果を図ります。 

  

（４）病児保育事業利用料助成事業 

保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場

合がありますが、こうした時に保護者に代わり看護師と保育士で預かる「病児保育事

業」を行っています。この事業を利用する保護者に対し、利用料を半額助成し利用しや

すい環境を整え、核家族世帯等が安心して子育てができる支援を行います。 

 

（５）障がい児保育支援事業 

未就学児童において、障がい児保育は専門性が必要とされる他、きめ細やかな対応が

求められますが、発達に課題を持つ児童も増加しており、個別に対応できる保育士の配

置が急務です。そこで、民間立保育所が障がい児の受入れを行った場合、障がい児の状

況に応じた保育を行えるよう、財政支援を行います。 

具体的には、民間立保育所において障がい児を受入れ、担当保育士を配置した際に、

その受入れ月数に応じた額の補助金を交付します。 

 

（６）乳幼児期からの特別支援活動事業  

近年、発達上の困難や発達障がいを有する子どもたちが増えてきており、子育てに不

安を抱えている保護者も少なくありません。また、そうした子どもたちと関わることの

多い保育士などの支援者へのサポートも必要であることから、「ペアレント・プログラ

ム」を平成３０年度から実施しています。 

   このプログラムは６回の研修をとおして、保護者や保育士が子どもの行動を理解し、

適切な対応方法を身につけ、日常生活にも取り入れていけるようにしていくもので、保

護者等の不安感、負担感の軽減を図ります。また、公立・民間立保育所、幼稚園、認定

こども園、児童館・児童センター等に養護教諭の資格を有する職員が定期的に訪問し、

気になる児童の保育について保育所や健康課などの関係各課及び療育施設等と連携を取

りながら、必要な支援について助言・情報の提供・相談業務などを行っています。 

    

 （７）ひとり親家庭等学習支援事業  

ひとり親家庭等の子どもを対象とし、一人ひとりの学力やつまづきに対応しながら、

学力の向上のための学習指導のほか、学習習慣の定着、家庭での学習環境の改善などを

通じ、ひとり親家庭等の子どもの生活の向上を図るとともに、子どもの社会的自立を促

進します。 

 

 （８）子ども食堂支援事業  

民間団体が行う地域の子どもたちへの食事や交流の場を提供する取組みについて、開

設費に関する補助金を交付することにより、地域に根ざした活動を支援します。 

 

（９）母子保健事業 

妊産婦や乳幼児等の健康増進のため健康診査や家庭訪問を行うとともに、安心して地

域で子育てに臨めるよう、子育て世代包括支援センターにおける相談支援を行います。 
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・妊婦及び乳幼児健康診査(４か月児・１歳６か月児・２歳児歯科・３歳児)を行いま

す。 

・出生後に乳児家庭全戸訪問を行うとともに、乳幼児の相談・訪問による関係機関と

連携した療育支援を行います。 

・子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期から子育て期に関するワンストップ

の相談、切れ目のない支援を行います。 

 

（１０）子育て応援企業支援事業 

「子育てしながら働くことができる環境」の整備を目指し、やまがた子育て・介護応

援いきいき企業に認定されている市内企業に対し、次の支援を行います。 

○「やまがた子育て・介護応援いきいき企業」のうち、「優秀企業」又は「実践企

業」に認定されている市内企業において、下記の要件を満たす場合に、奨励金を交

付します。 

    ・１歳未満の子を持つ女性従業員が育児休業を取得した場合 

    （１つの企業につき、２０万円を１回に限り交付） 

    ・小学校就学前の子を養育する女性を正社員として雇用した場合 

    （１つの企業につき、１０万円を３回まで交付） 

   ・男性従業員が育児休業を取得した場合 

    （１つの企業につき、１０万円を１回に限り交付）  

○市広報誌やホームページにおいて、トップランナーとなる企業のＰＲを行います。 

 

■事業費 

（１）子ども・子育て支援新制度事業 

（内 訳） 

〇子どものための教育・保育給付事業      １，１０６，１４３千円 

・民間立保育所保育実施業務委託料        ４７３，２０８千円 

・施設型給付費                 ４９１，２２０千円 

・地域型保育給付費               １４１，７１５千円 

 

〇地域子ども・子育て支援事業           １４７，９６３千円 

・ファミリー・サポート・センター事業委託料       ４，７６０千円 

・放課後児童対策事業委託料            ５０，２０４千円 

・地域子ども・子育て支援事業費補助金       ５０，０９１千円 

①病児保育事業                  ９，４４１千円 

②延長保育事業                 １０，１２１千円 

③地域子育て支援センター事業          １６，３０４千円 

④一時預かり事業                     ９，７４３千円 

⑤実費徴収に係る補足給付を行う事業        ４，４８２千円 

・放課後児童健全育成事業費補助金         ３９，８３６千円 

・放課後児童クラブ利用料支援事業費補助金      ３，０７２千円 

〇施設管理委託料等                  ４，５６０千円 

〇その他事務費                      ５１３千円 

●事業費計                  １，２５９，１７９千円 
 

 

（財 源） 

〇保育所入所負担金（現年度分及び滞納繰越分）    ２７，５０９千円 

・保育所入所負担金（現年度分）            ３６，０７９千円 

 ・第３子以降児童の保育料免除分               △５，８９２千円 

 ・第２子児童保育料半額免除分               △２，６７８千円 
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〇学童保育負担金（現年度分及び滞納繰越分）     １３，２３４千円 

・学童保育負担金（現年度分）             １４，９９５千円 

・学童保育負担金（滞納繰越分）                  ５２千円 

・多子世帯における保育料負担軽減事業           △６１５千円 

 ・低所得世帯における保育料負担軽減事業       △１，１９８千円 

〇病児保育事業広域利用負担金             １，１１２千円 

〇国庫負担金（施設型給付費等国負担金）      ４３６，９５９千円 

〇国庫補助金（子ども・子育て支援交付金）      ４３，２４９千円 

〇県負担金（施設型給付費等県負担金）       ２０６，５４４千円 

〇県補助金（放課後児童健全育成事業費補助金）    ２７，４７９千円 

（保育対策等促進事業費補助金）      １８，２８１千円 

（子どものための教育・保育給付費補助金） ２５，７０３千円 

（子ども・子育て支援事業費補助金）       ２０５千円 

〇一般財源                    ４５８，９０４千円 

●財源計                   １，２５９，１７９千円 

 

〔子育てのための施設等利用給付事業〕 

（内 訳） 

 〇子育てのための施設等利用給付費          １７，７５３千円 

  ・幼稚園                         ６１７千円 

  ・特別支援学校                      ４４４千円 

  ・認可外保育施設                   ２，２２０千円 

  ・預かり保育事業                 １０，８４８千円 

  ・一時預かり事業                     ５０４千円 

  ・病児保育事業                      ６００千円 

  ・子育て援助活動支援事業               ２，５２０千円 

 ●事業費計                     １７，７５３千円 

 

（財 源） 

 〇国庫補助金（子育てのための施設利用等給付交付金）  ８，８７６千円 

 〇県補助金 （子育てのための施設利用等給付交付金）  ４，４３８千円 

 〇一般財源                      ４，４３９千円 

 ●財源計                      １７，７５３千円 

  

（２）第３子以降児童保育料免除事業 

（内 訳） 

 〇保育所入所負担金免除額               ６，８８５千円 

 〇第３子以降児童保育料免除事業費補助金（保育料分） １０，１９４千円 

                  （副食費分）  ３，２４０千円 

●事業費計                     ２０，３１９千円 

 

（財 源） 

   〇まちづくり応援基金繰入金             １８，２８０千円 

 〇一般財源                      ２，０３９千円 

 ●財源計                      ２０，３１９千円 

 

（３）第２子児童保育料半額免除事業 

（内 訳） 

〇保育所入所負担金半額免除額             ３，４６７千円 
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〇第２子児童保育料半額免除事業費補助金（保育料分）  １，３６５千円 

●事業費計                      ４，８３２千円 

 

（財 源） 

 〇一般財源                      ４，８３２千円 

 ●財源計                       ４，８３２千円 

 

（４）病児保育事業利用料助成事業 

（内 訳） 

〇病児保育事業利用料助成金                ２５０千円 

●事業費計                        ２５０千円 

 

（財 源） 

〇一般財源                        ２５０千円 

●財源計                         ２５０千円 

 

（５）障がい児保育支援事業 

（内 訳） 

    〇障がい児保育支援事業補助金             ９，９１３千円 

●事業費計                      ９，９１３千円 

 

    （財 源） 

     〇一般財源                      ９，９１３千円 

●財源計                       ９，９１３千円 

 

（６）乳幼児期からの特別支援活動事業 

   （内 訳） 

    〇ペアレント・プログラム実施謝金              １２０千円 

    〇事務費等                        １２８千円 

●事業費計                        ２４８千円 

 

（財 源） 

〇国庫負担金（地域生活支援事業費補助金）          １２４千円 

〇県補助金（地域生活支援事業費等補助金）           ６２千円 

〇まちづくり応援基金繰入金                  ３８千円 

〇一般財源                          ２４千円 

 ●財源計                            ２４８千円 

  

（７）ひとり親家庭等学習支援事業 

   （内 訳） 

〇ひとり親家庭等学習支援事業業務委託料        １，００７千円 

    〇事務費等                         ９０千円 

●事業費計                      １，０９７千円 

 

（財 源） 

〇県補助金（ひとり親家庭等生活向上事業費補助金）      ８２１千円 

○一般財源                        ２７６千円 

 ●財源計                          １，０９７千円 
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（８）子ども食堂支援事業 

（内 訳） 

●子ども食堂支援事業補助金                １５０千円 

 

（財 源） 

〇まちづくり応援基金繰入金                 ９０千円 

 〇一般財源                         ６０千円 

 ●財源計                         １５０千円 

 

 （９）母子保健事業 

（内 訳） 

〇乳幼児健康診査                    ２，１３０千円 

 〇妊婦等健康診査業務委託料              ２０，４１７千円 

〇妊婦健康診査助成金（県外医療機関分）          ４６８千円 
   〇新生児聴覚検査費助成金                  ７０千円 
   〇特定不妊治療費助成金                ２，０００千円 
   〇事務費                       １，１５０千円 
  ●事業費計                     ２６，２３５千円 

 

（財 源）                        

 〇国支出金（母子保健衛生費補助金）             ６０千円 

〇国支出金（子ども・子育て世代包括支援交付金）       ８９千円 

〇県支出金（子ども・子育て世代包括支援交付金）       ８９千円 

〇県支出金（ようこそ赤ちゃん安心子育て応援事業費補助金）  ２８５千円 

〇一般財源                     ２５，７１２千円 

  ●財源計                      ２６，２３５千円 

 

 （１０）子育て応援企業支援事業 
  （内 訳） 

 〇子育て応援企業支援奨励金                ２００千円 

〇事務費                          １７千円 

●事業費計                        ２１７千円 

 

（財 源） 

○一般財源                        ２１７千円 

   ●財源計                         ２１７千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 健康課 母子保健推進室  

事 業 名 看護師確保対策事業 事 業 費 １，９５０千円 

 

■目 的 

看護師等の人材確保を図り、誰もが地域で安心して医療が受けられるようにするとと

もに、若者の定住を促進します。 

 

■内 容 

市内の医療機関等に新たに就職する看護師、准看護師、助産師、保健師の奨学金返還

額の一部を助成します。 

  〇助成内容 

 年額最大１８万円（月額１万５千円） 

 

〇助成期間 

４～８年間（看護学校等の修業年限の２倍に相当する期間） 

 

  〇対象者 

 ・新庄市に住民登録していること。 

・令和２年４月１日以降、新たに看護師、准看護師、助産師又は保健師として市内の

医療機関等に正規雇用され、１年以上（初年度は半年以上）働いていること。 

・公務員以外であること。 

・次の奨学金の貸与を受け、返還予定又は返還していること。 

（１）日本学生支援機構の奨学金（第１種、第２種） 

    （２）自治体の奨学金 

 

 ■事業費 

 （内 訳） 

    〇奨学金返還助成金      １，８００千円 

  〇事務費             １５０千円 

  ●事業費計          １，９５０千円 

 

 （財 源） 

  〇一般財源          １，９５０千円 

  ●財源計           １，９５０千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 健康課 健康推進室  

事 業 名 健康増進事業 事 業 費 ５２，３６２千円 

 

■目 的 

市民の健康の保持増進のため、健康教育・相談、各種検診等を通じて疾病の発生リス

クを減らすとともに、市民一人ひとりの健康づくりに対する意識の向上を図り、市民の

主体的な健康づくりを推進します。 

 

■内 容 

（１）各種検診等 

○がん検診 

・各種がん検診（胃がん、大腸がん、肺がん、子宮頸がん、乳がん）を実施します。 

・胃がん検診について、節目年齢の方に胃がんリスク評価検査の費用を助成し、胃が

ん発生リスクの減少につなげます。（節目年齢：４０・４６・５１・５６・６１・

６６歳） 

・子宮頸がん検診について、個別検診の自己負担金を３，３００円から２，１００円

に軽減し、受診機会の拡大を図ります。 

○肝炎ウイルス検診 

節目年齢の方に無料で検診を実施し、肝炎の進行による肝硬変や肝がん等の重篤化

を防ぎます。（節目年齢：４１・４６・５１・５６・６１・６６歳） 

○歯周疾患検診 

節目年齢の方に検診料金を助成し、定期的な歯科検診による健康管理を推進します。 

（節目年齢：４０・５０・６０・７０歳） 

 

（２）がん患者医療用ウイッグ購入助成 

   がんの治療に伴う脱毛に対応するもので、医療用ウイッグの購入費用を助成しま

す。経済的負担を軽減するとともに、がん治療と社会参加の両立を支援し、療養生活

の質の向上を図ります。 

 

（３）乳房補正具購入助成（新規） 

   近年、乳がんが増加傾向にあります。治療によって乳房を切除された方を対象に、

乳房補正具の購入費用を助成します。経済的負担を軽減するとともに、療養生活の質

の向上と社会復帰の支援を図ります。 

 

（４）骨髄移植ドナー助成 

骨髄移植を推進するため、骨髄提供者に対し、提供に要した通院等の日数に応じて助

成します。 

 

（５）健康づくり   

○健康教育 

講演会や出前講座など地域に出向いての健康講座により、広く健康づくりを推進・

応援します。 

○健康相談・訪問指導 

疾病の予防並びに重症化を予防するための保健指導を行い、医療機関の受診や生活 
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習慣改善の取り組みを支援します。 

○食育・食生活改善 

食に関する正しい知識を普及することで、生活習慣病や低栄養を予防します。小学

生を対象とした標語コンクールを実施し、子どもたちの食への関心を高めます。 

○新庄かむてん健康マイレージ 

健診受診や健康づくりの取り組みなどをポイント化することで、健康づくりの意識

向上を図り、市民の主体的な健康づくりを応援します。 

 

 ■事業費 

（内 訳） 

○各種検診等委託料                   ４４，６１６千円 

○がん患者医療用ウイッグ購入助成金             ５６０千円 

○乳房補正具購入助成金                    ６０千円 

○骨髄移植ドナー助成金                          １４０千円 

○事務費等                       ６，９８６千円 

●事業費計                      ５２，３６２千円 

 

（財 源） 

○県支出金（健康増進事業費県補助金）          ２，２２７千円 

○県支出金 

（がん患者医療用ウイッグ・乳房補正具購入助成事業費補助金）３１０千円       

○県支出金（骨髄移植ドナー助成事業費補助金）         ７０千円 

○雑入（がん検診等個人徴収金）            １７，３５５千円 

○一般財源                      ３２，４００千円 

●財源計                       ５２，３６２千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 農林課 農業振興室  

事 業 名 全国ねぎサミット２０２０in しんじょう運営事業 事 業 費 ７，２００千円 

 

■目 的 

「全国ねぎサミット」は全国のねぎ産地の関係者が一堂に会するイベントで、埼玉県

深谷市で平成２２年に初めて開催され、新庄市は平成２７年の酒田大会から毎年参加し

てきました。令和２年度の本市開催は、千葉県松戸市で開催された「全国ねぎサミット

２０１９in まつど」において決定されました。 

平成２１年より最上地域では長ねぎの産地化に向け取り組みを強化し、郡内の広域連

携での出荷体制を整え、「最上ねぎ」として積極的な生産振興を図ってきました。栽培

農家も格段に増え生産量は年々増加し、平成２９年度には生産量が２，０００トンを超

えました。また、販売額は８億円を突破し、市場取引における有数の産地として成長し

ました。 

   本市開催を販売額１０億円の目標を達成するための契機として位置づけるとともに、

全国に発信する新たなチャンスと捉え、本事業を実施します。 

 

■内 容 

  国内の主要なねぎ産地の関係者と交流を通して情報交換することにより、各産地が抱

える課題や解決策等を学び、関係者相互のスキルアップを図ります。また、最上ねぎを

国内に広く情報発信することで、国産ねぎの消費拡大を目指します。併せて、ねぎの主

要産地として更なる生産振興を図るとともに、新庄最上地域が保有する様々な文化観光

資源を県内外からの来訪者にＰＲすることで、本地域産業のさらなる活性化につなげて

いきます。 

 〇実施内容 

   ・産地間連携会議・サミット宣言 

   ・ねぎ産地ブース出展 

   ・産地間交流会 

 

 ■事業費 

 （内 訳） 

  ○全国ねぎサミット２０２０in しんじょう実行委員会負担金 ７，２００千円 

  ●事業費計        in し             ７，２００千円 

 

 （財 源） 

  ○まちづくり応援基金繰入金 in し            ６，４８０千円 

  ○一般財源       in し                ７２０千円 

 ●財源計   in し                   ７，２００千円 



- 14 - 
 

令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 農林課 農村・森林整備室  

事 業 名 多面的機能支払事業 事 業 費 ３４３，８３３千円 

 

■目 的 

   地域が行う共同活動を支援することにより、農業・農村の有する国土保全、水源の涵

養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面的機能の維持・発揮を図ります。   

 

■内 容 

農業者、または農業者及びその他の者（地域住民、団体など）で構成された活動組織 

（35 団体、4,284ha）を対象に、農地や水資源の果たしている役割や機能（多面的機能） 

を高める共同活動に対し交付金を交付します。 

 

〇農地維持支払交付金 

 農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の路面維持等の地域資源の基礎的保全活動 

や農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化等の地域資源の適切な保全管理のため 

の推進活動について支援します。 

（田 3,000 円/10a 畑 2,000 円/10a 草地 250 円/10a） 

 

〇資源向上支払交付金（共同活動） 

 水路、農道等の施設の軽微な補修や植栽による景観形成等の農村環境保全活動、多 

面的機能の増進を図る活動について支援します。 

（田 1,500 円(1,800 円)/10a  畑 900 円（1,080 円）/10a  草地 150 円/10a） 

 

〇資源向上支払交付金（施設の長寿命化） 

 水路、農道等の施設の老朽化部分の補修や更新等、施設の長寿命化のための活動に 

ついて支援します。 

（田 4,400 円(3,666 円)/10a  畑 2,000 円(1,666 円)/10a 草地 400 円/10a） 

 

■事業費 

  （内 容）  

〇多面的機能支払交付金             ３４２，３９３千円 

   〇事務費等                     １，４４０千円 

   ●事業費計                   ３４３，８３３千円 

 

（財 源） 

    〇県補助金（多面的機能支払推進事業費交付金）  ２５８，２３４千円 

  〇一般財源                    ８５，５９９千円 

●財源計                    ３４３，８３３千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 商工観光課 クールジャパン新庄推進室  

事 業 名 エコロジーガーデン推進事業 事 業 費 １５５，３８３千円 

 

■目 的 

エコロジーガーデンでは、近年、施設を活用したイベントの開催や産直施設により、

来館者数が大幅に伸びている状況にあります。また、平成２５年３月に国指定登録有形

文化財（建造物）に登録され、歴史・文化を後世へ伝えていくことが求められていま

す。 

以上の背景から、来館者の利便性・安全性の向上や更なる公開活用により地域活性化

に寄与することを目的に、旧蚕糸試験場新庄支場保存活用計画及び新庄市第４期エコロ

ジーガーデン利用計画を策定し、これまで当該計画に基づき活用頻度の高い蚕室３棟の

設計及び改修工事を実施してきました。 

令和２年度は、第１期工事の最終年度として、前年度に実施した旧第１蚕室の改修設

計をもとに事業を推進します。 

 

■内 容 

・旧第１蚕室耐震改修工事 

・旧第１蚕室耐震改修工事監理業務委託 

 

 ■事業費 

（内 訳） 

○工事監理業務委託料               ６，７８３千円 

○工事請負費                 １２９，７６０千円 

○施設管理業務委託料等             １８，８４０千円 

●事業費計                  １５５，３８３千円 

 

（財 源） 

○国庫補助金（観光拠点整備事業費補助金）    ６２，０９２千円 

○使用料（エコロジーガーデン使用料）       ４，２４２千円 

○まちづくり応援基金繰入金            ３，９９０千円 

○諸収入                     ２，０３４千円 

○一般財源                   ８３，０２５千円 

●財源計                   １５５，３８３千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 都市整備課 道路維持管理室  

事 業 名 道路長寿命化事業 事 業 費 １３０，７２９千円 

 

■目 的 

今後老朽化する道路の維持管理にあたり、従来の事後的な修繕から予防的な修繕を行

い、道路施設の長寿命化を図ることにより、道路網の安全性・信頼性を確保し、市民生

活の快適性や利便性を高めます。 

 

■内 容 

道路施設（橋梁、舗装等）の計画的な補修更新を行い、今後、急速に老朽化する道路

施設を適切に維持補修し長寿命化を図ります。 

○橋梁長寿命化事業 

・期 間  平成２６年度から 

・内 容  １２０橋の橋梁について、定期的な点検診断を実施し、橋梁長寿命化修

繕計画に基づき、計画的に橋梁の補修を実施します。 

・萩野橋橋梁補修工事（鋼橋） Ｌ＝17ｍ        １０，０００千円 

○舗装補修事業 

・期 間  平成２７年度から 

・内 容  舗装補修修繕計画に基づき、劣化の著しい路線から順に、舗装補修工事

を実施します。 

・市道福田山線舗装補修工事 Ｗ＝6.0ｍ Ｌ＝170ｍ   １５，０００千円 

○公共施設等適正管理推進事業 

・期 間  平成３０年度から 

・内 容  舗装補修修繕計画に基づき、劣化の著しい路線から順に、舗装補修工事

（オーバーレイ）を実施します。 

・市道仲町線 Ｌ＝160ｍ Ａ＝960 ㎡           ５，４００千円 

・市道二ツ屋大平線 Ｌ＝700ｍ Ａ＝4,500 ㎡      １５，０００千円 

・市道下田７号線 Ｌ＝130ｍ Ａ＝700 ㎡         ３，０００千円 

・市道金沢二ツ屋線 Ｌ＝1,860ｍ Ａ＝12,000 ㎡     ４０，０００千円 

・市道鳥越南沢線 Ｌ＝1,000ｍ Ａ＝7,000 ㎡      ２１，０００千円 

・市道福田工業団地１号線 Ｌ＝300ｍ Ａ＝2,400 ㎡   １０，０００千円 

・市道９号線 Ｌ＝500ｍ Ａ＝3,000 ㎡         １１，０００千円 

 

 ■事業費 

 （内 容） 

○工事費計                １３０，４００千円 

○事務費計                    ３２９千円 

●事業費計                １３０，７２９千円 

 

（財 源） 

○国庫補助金（社会資本整備総合交付金）   １３，０００千円 

○市債（道路長寿命化事業債）       １０５，８００千円 

○一般財源                 １１，９２９千円 

●財源計                 １３０，７２９千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 都市整備課 雪対策室  

事 業 名 雪総合対策事業 事 業 費 ２５０，３７６千円 

 

■目 的 

  雪に強い安全で快適なまちづくりを実現するため、これまでの交付金事業による整備

のほか、令和２年度は市単独費も投入し更なる推進を図ります。 

  

■内 容 

○沖の町・中山町線外流雪溝整備事業費 

・方 針  第２次新庄市総合雪対策基本計画に基づき、「機械除雪+流雪溝」によ 

る克雪体制を推進します。 

  ・期 間  平成２１年度～令和３年度 

  ・内 容  流雪溝整備工 L=426ｍ 

  ・事業費  ６６，１９０千円 

        沖の町中山町地区流雪溝整備工事（第１工区） １４，３００千円 

沖の町中山町地区流雪溝整備工事（第２工区） ４５，７００千円 

ＮＴＴ柱移転補償費               ６，０００千円 

事務費                      １９０千円 

 

 ○北本町南本町線消雪整備事業 

・方 針  散水及び無散水消雪道路の整備により無雪状態を確保し、緊急輸送道路

としての機能と歩行者への安全性を高めます。 

  ・期 間  平成２７年度～令和３年度 

  ・内 容  歩道無散水消雪施設工 L=138ｍ 

  ・事業費  ３０，９３６千円 

                市道北本町南本町線消雪施設整備工事     ３０，６００千円 

        事務費                      ３３６千円 

 

○金沢地区外流雪溝用水導入事業 

・方 針  最上川用水の導入により、金沢地区等へ供給する流雪溝水源の安定化を

図ります。 

  ・期 間  平成２７年度～令和４年度 

  ・内 容  工事請負費 流雪溝工事 L=215ｍ、送水管工事 L=107ｍ 

山形県への負担金 揚水機場建設（建屋、機械・電気設備、舗装工） 

１棟 

  ・事業費  １５３，２５０千円 

         金沢地区流雪溝施設修正設計業務委託      ２，６００千円 

         上金沢町地区流雪溝送水管整備工事      ２８，７００千円 

         上金沢町地区流雪溝整備工事         ２７，７００千円 

         山形県との共同事業による工事負担金     ９４，２５０千円 

 

 ■事業費 

 （内 訳） 

  〇工事請負費               １４７，０００千円 
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  〇工事負担金                ９４，２５０千円 

  〇測量設計業務委託料             ２，６００千円 

  〇補償費                   ６，０００千円 

  〇事務費                     ５２６千円 

  ●事業費計                ２５０，３７６千円 

 

 （財 源） 

  ○国庫補助金（社会資本整備総合交付金）   ７６，２２５千円 

  ○市債（流雪溝整備事業債）        １２６，７００千円 

  ○市債（消雪整備事業債）          １１，３００千円 

  ○一般財源                 ３６，１５１千円 

●財源計                 ２５０，３７６千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 教育総務課  

事 業 名 明倫学園建設・開校準備事業 事 業 費 ２，９１０，８３４千円 

 

■目 的 

 本市では、「もみの木教育プラン」に基づき平成１８年度から小中学校が連携して 

一貫した教育を行うための実践・研究に取り組んできており、この実績を基に小中一貫

教育校のあり方について検討を進めてきました。 

このような経過を踏まえ、義務教育学校「萩野学園」をモデルとして、明倫学区にお

ける小中一貫教育校の設置について議論を深め、平成２８年度に明倫学区小中一貫教育

校基本構想を策定しました。これに基づき平成２９年度から明倫学区義務教育学校推進

計画の策定と基本設計を進め、平成３０年度に実施設計を行いました。令和元年度より

２ヶ年の計画で校舎棟を建設中です。 

本市が取り組む、学校、家庭、地域が一体となった小中一貫教育推進のため、「明倫

学園」の整備に取り組みます。 

 

■内 容 

・令和元年度より引き続き校舎棟建設工事を行い、令和３年４月に明倫学区義務教育学

校「明倫学園」の開校を目指します。併せて、体育館棟建設工事も令和２年度より２

ヶ年事業で着手し、令和３年度末の完成を目指します。 

・校舎棟の完成に併せて、既存３校からの必要な設備の移設と新たに必要となる備品を

整備し、開校に向けた準備を行います。 

 

■事業費 

【建設事業費】 

（令和２年度事業費） 

○明倫学園校舎棟建設工事（２年目）     ２，２０２，３３２千円 

○明倫学園体育館棟建設工事（１年目）      ５７８，０７１千円 

○明倫学園校舎棟カーテン等工事          １９，３５２千円 

○工事監理業務委託料               ４３，６５９千円 

○沼田小・明倫中解体工事設計委託料         ６，２３７千円 

○申請手数料                      ４５１千円 

○事務費                        １９６千円 

●事業費計                 ２，８５０，２９８千円 

 

（令和２年度財源） 

○国庫負担金（公立学校施設整備費負担金）    ５４７，８９８千円 

○国庫補助金（学校施設環境改善交付金）      ４１，０９１千円 

○市債（義務教育学校建設事業債）      ２，０１１，０００千円 

○一般財源                   ２５０，３０９千円 

●財源計                  ２，８５０，２９８千円 

 

（令和３年度債務負担行為） 

○明倫学園体育館棟建設工事（２年目）      ８６７，１０４千円 

○工事監理業務委託料               １６，１３４千円 

●事業費計                   ８８３，２３８千円 
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（令和３年度財源） 

○国庫負担金（公立学校施設整備費負担金）    １３１，８３６千円 

○国庫補助金（学校施設環境改善交付金）      ２０，６６１千円 

○市  債（義務教育学校建設事業債）      ６５７，３００千円 

○一般財源                    ７３，４４１千円 

●財源計                    ８８３，２３８千円 

 

【開校準備事業費】 

（事業費） 

○校務用ＰＣ等移設及び設定業務委託料        １，９９０千円 

○備品等配送業務委託料               ５，５００千円 

○明倫学園備品購入費               ５０，７９５千円 

○明倫学園開校時等消耗品費               ６５０千円 

○その他需用費・役務費等              １，６０１千円 

●開校準備事業費計                ６０，５３６千円 

 

（財 源） 

○一般財源                    ６０，５３６千円 

●財源計                     ６０，５３６千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 社会教育課 ふるさと歴史センター  

事 業 名 重文旧矢作家住宅管理事業 事 業 費 ６，２８８千円 

 

■目 的 

国の重要文化財として指定を受けた建造物である旧矢作家住宅の保存修理を行い、地

域の優れた文化財を後世へ継承します。 

  

■内 容 

 旧矢作家住宅の観覧に対する日常的管理を行うとともに、今後の保存活用に向けた耐

震改修及び劣化した屋根等の修理について、計画的に実施します。年次計画を立て、令

和２年度は耐震診断・地盤調査等を行います。 

 

※令和３年度以降に予定している耐震改修工事及び屋根葺替工事について、国庫補助金

（国宝重要文化財等保存整備費補助金）、県補助金（文化財保護事業費補助金）を財

源として活用する予定です。 

  

■事業費 

（内 訳） 

  〇現地調査・地盤調査業務委託（耐震診断）  ４，０００千円 

〇管理費等                 ２，２８８千円 

●事業費計                 ６，２８８千円 

 

 （財 源） 

  〇一般財源                 ６，２８８千円 

  ●財源計                  ６，２８８千円 
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令 和 ２ 年 度 主 要 事 業 の 概 要 
 

（担当課・室） 社会教育課  

事 業 名 ホストタウン推進事業 事 業 費 ２，０６０千円 

 

■目 的 

  東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催により、多くの選手や観

客が来訪することを契機に、参加国である台湾との人的・経済的・文化的な相互交流を

図るとともに地域の活性化等を推進します。 

  

■内 容 

 （１）交流環境の整備 

・台湾バドミントン協会・台湾オリンピック委員会への訪問（４月中旬） 

   ・台北駐日経済文化代表処への訪問（４月中旬） 

 （２）相手国関係者との交流 

   ・阿里山郷香林小学校との児童交流（５月中旬） 

・東京２０２０オリンピック・バドミントン競技 児童観戦ツアー（７月下旬） 

   ・台湾オリンピアン等との交流（８月初旬予定） 

   ・ジュニアアスリートの相互交流（令和３年２月予定） 

 （３）障がい者スポーツの推進（随時） 

   ・パラリンピック競技種目やレクリエーションメニューの実施 

   ・上記取組みを通したボランティアの募集や育成 

（４）広報活動（随時） 

   ・ホストタウンの取組みを紹介するリーフレット作成・周知活動 

   ・市広報・ホームページ・ＳＮＳ・マスメディア等での周知活動 

   ・台湾のホストタウン登録自治体との情報交換・発信 

（５）その他関連事業（随時） 

   ・インバウンド誘致キャンペーン実行委員会等と連携した情報発信等 

 

 ■事業費 

 （内 訳） 

  ○ホストタウン推進事業実行委員会負担金  ２，０６０千円 

  ●事業費計                ２，０６０千円 

 

 （財 源） 

  〇まちづくり応援基金繰入金        １，８５０千円 

〇一般財源                  ２１０千円 

  ●事業費計                ２，０６０千円 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★印は新規事業 

 
 
★子ども食堂支援事業 

１５０千円 
 
★子どもの生活・学習支援事業 

３，３５２千円 
 
★看護師確保対策事業 

１，９５０千円 
 
★科目別スーパーバイザー配置事業 

１，１０１千円 
 
○子ども・子育て支援新制度事業 

１，２５９，１７９千円 
 
○若者世帯住宅取得支援事業 

１８，２３９千円 
 
○放課後児童クラブ整備事業 

９２，８４２千円 
 
○給食管理運営事業 

９８，０９４千円 
 
○個別学習支援事業 

３６，９７６千円 
 
○明倫学園建設・開校準備事業 

２，９１０，８３４千円 

 
 
★高齢運転免許証自主返納支援事業 

２，０００千円 
 
★都市計画道路見直し検討業務事業 

７，１５５千円 
 
〇市営バス（土内・芦沢、循環線）運行事業 

２３，９０６千円 
 
○障がい者移動手段確保事業 

４，３２８千円 
 
○生活困窮者自立支援事業 

９，５３６千円 
 
○健康増進事業 

５２，３６２千円 
 
○道路長寿命化事業 

１３０，７２９千円 
 
○雪総合対策事業 

２５０，３７６千円 
 
○自主防災組織育成事業 

３，０８７千円 
 

○合併処理浄化槽設置整備事業 
３０，０３２千円 

 
 
★全国ねぎサミット 2020in しんじょう運営事業 

７，２００千円 
 
○担い手総合支援対策事業 

７１，０６２千円 
 
○６次産業化推進事業 

２，０００千円 
 
〇多面的機能支払事業 

３４３，８３３千円 
 
○林業振興行政事業 

４３，５８３千円 
 
○中小企業振興対策事業 

１７，３６５千円 
 
〇工業振興対策事業 

５，３２９千円 
 
○新庄まつり振興事業 

３１，２０３千円 
 
○エコロジーガーデン推進事業 

１５５，３８３千円 
 
○ホストタウン推進事業 

２，０６０千円 

安全・安心充実 
プロジェクト 

子育て・人づくり 
プロジェクト 

雇用・交流拡大 
プロジェクト 
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